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１．平成17年 4月28日の決算発表において記載を省略した注記事項について以下のとおり

　　追加開示いたします。

追加する注記事項

１．連結財務諸表  頁

(1)退職給付関係 1

(2)税効果会計関係 3

(3)関連当事者との取引 4

２．個別財務諸表

(1)税効果会計関係 5

　　　　　　２．平成17年 4月28日に開示いたしました標記資料につきまして、以下のとおり訂正いたします。

（訂正）

　　　　　「平成17年 3月期　個別財務諸表の概要」の添付資料　1ページ

　　　　　損益計算書の科目　25行目

（訂正前）

（訂正後）

以　　上

投資有価証券引当金繰入額

投資評価引当金繰入額

平成17年 3月期　決算発表資料の追加（注記事項）及び個別財務諸表の概要の一部訂正について



１．連結財務諸表に関する注記事項

(1)退職給付関係

当   期 （H17.3.31現在）

１. 採用している退職給付制度の概要

　当社は、主に確定給付型の制度として、退職一時金制度と厚生年金基金制度（マツダ厚生

年金基金）を設けており、昭和58年に退職金の50％相当分について、退職一時金制度から厚

生年金基金制度に移行しております。

　連結子会社については、主に確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金制

度（主にマツダ厚生年金基金、マツダ販売厚生年金基金）又は適格退職年金制度（各社独自）

を設けております。

なお、当社及び一部の国内連結子会社が加入するマツダ厚生年金基金は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年3月26日付で厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けております。

２．退職給付債務に関する事項（H17.3.31現在）

①退職給付債務 △ 537,801 百万円

②年金資産 272,891

③　小計（①＋②） △ 264,910

④未認識数理計算上の差異 95,764

⑤未認識過去勤務債務 △ 25,050

⑥　合計（③＋④＋⑤） △ 194,196

⑦前払年金費用 1,696

⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △ 195,892

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

　　　２．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

　　　３．厚生年金基金の代行部分返上に関し、当連結会計年度末日現在において測定された返還

　　　　　相当額（最低責任準備金）は138,133百万円であり、当該返還相当額（最低責任準備金）

　　　　　の支払が当連結会計年度末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務指針

　　　　　（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44-2項を適用した

　　　　　場合、当連結会計年度の損益に与える影響は、58,696百万円が特別利益として見込まれ

　　　　　ます。

３．退職給付費用に関する事項（H16.4.1～H17.3.31）

①勤務費用 10,454 百万円

②利息費用 15,369

③期待運用収益 △ 8,081

④数理計算上の差異の費用処理額 9,774

⑤過去勤務債務の費用処理額 △ 2,134

⑥退職給付費用 25,382

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準

②割引率 主として 3.0 ％

③期待運用収益率 主として 3.0 ％

④過去勤務債務の額の処理年数 主として　12 年

⑤数理計算上の差異の処理年数 主として　13 年
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前   期 （H16.3.31現在）

１. 採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度と厚生年金基金制度（マツダ厚生年金

基金）を設けており、昭和58年に退職金の50％相当分について、退職一時金制度から厚生年

金基金制度に移行しております。

　連結子会社については、主に確定給付型の制度として、退職一時金制度、厚生年金基金制

度（主にマツダ厚生年金基金、マツダ販売厚生年金基金）又は適格退職年金制度（各社独自）

を設けております。

　また、一部の海外連結子会社は、確定拠出型の制度を設けております。

なお、当社及び一部の国内連結子会社が加入するマツダ厚生年金基金は、確定給付企業年

金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成16年3月26日付で厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けております。

２．退職給付債務に関する事項（H16.3.31現在）

①退職給付債務 △ 541,802 百万円

②年金資産 256,415

③　小計（①＋②） △ 285,387

④未認識数理計算上の差異 100,231

⑤未認識過去勤務債務 △ 13,084

⑥　合計（③＋④＋⑤） △ 198,240

⑦前払年金費用 13

⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △ 198,253

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

　　　２．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

　　　３．厚生年金基金の代行部分返上に関し、当連結会計年度末日現在において測定された返還

　　　　　相当額（最低責任準備金）は144,871百万円であり、当該返還相当額（最低責任準備金）

　　　　　の支払が当連結会計年度末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務指針

　　　　　（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号）第44-2項を適用した

　　　　　場合、当連結会計年度の損益に与える影響は、47,517百万円が特別利益として見込まれ

　　　　　ます。

３．退職給付費用に関する事項（H15.4.1～H16.3.31）

①勤務費用 15,052 百万円

②利息費用 15,396

③期待運用収益 △ 6,223

④数理計算上の差異の費用処理額 12,234

⑤過去勤務債務の費用処理額 279

⑥退職給付費用 36,738

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準

②割引率 主として 3.0 ％

③期待運用収益率 主として 3.0 ％

④過去勤務債務の額の処理年数 主として　12 年

⑤数理計算上の差異の処理年数 主として　13 年

- 2 -



(2)税効果会計関係

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 当　期 前　期

貸倒引当金 6,141 百万円 7,433 百万円

退職給付引当金 76,970 76,161

未払賞与及びその他引当金 21,182 20,837

たな卸資産評価減 4,878 3,641

投資有価証券等評価損 1,297 2,974

繰越欠損金 5,244 21,389

その他 67,004 57,634

　　繰延税金資産小計 182,716 190,069

評価性引当額 △ 17,626 △ 11,676

　　繰延税金資産合計 165,090 178,393

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △ 8,608 △ 5,843

その他 △ 2,655 △ 4,365

　　繰延税金負債合計 △ 11,263 △ 10,208

　　　　繰延税金資産の純額 153,827 168,185

再評価に係る繰延税金負債

土地の再評価に係る繰延税金負債 △ 91,132 △ 91,113

繰延税金資産の純額と再評価に係る繰延税金負債は、
連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

流動資産 － 繰延税金資産 80,133 74,412

固定資産 － 繰延税金資産 73,747 93,953

流動負債 － その他 △ 1 △ 1

固定負債 － その他 △ 52 △ 179

固定負債 － 再評価に係る繰延税金負債 △ 91,132 △ 91,113

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

　　差異の原因となった主な項目別の内訳

当　期 前　期

法定実効税率 40.4 ％ 41.7 ％

　(調　　整)

持分法利益 △ 5.5 △ 7.1

繰延税金資産の回収可能性の見直しによるもの 9.0 5.3

未実現利益の消去に係る税効果 △ 5.7 △ 5.6

その他 △ 2.1 △ 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.1 32.7
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(3)関連当事者との取引

当　期（H16.4.1～H17.3.31）

（１）役員及び個人主要株主等

役員の
兼任等

事業上
の関係

％ 百万円

役　員 渡辺 一秀 直接 0.0 50

（注）上記の取引は、いわゆる第三者のための取引であります。

（２）子会社等

役員の
兼任等

事業上
の関係

千米ﾄﾞﾙ ％ 百万円

関連会社 760,000 直接 50.0 32,504 － －

（注）保証予約等は、当該関連会社の財政状態を勘案した上で行っております。

（３） 兄弟会社等

役員の
兼任等

事業上
の関係

 百万円 百万円 百万円

2,600 －　％ 兼任 1名 177,470 未収金 4,312

（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針については、市場金利を参考にして一般的取引と同様に決定しております。

役員の
兼任等

事業上
の関係

 千ｶﾅﾀﾞﾄﾞﾙ 百万円

2,925,987 －　％ － － 20,000

住　所

当社の売
上債権を
買取

当社の売上債
権を買取

議決権等の
所有（被所
有）割合

議決権等の
所有（被所
有）割合

取引の内容
関係内容

関係内容

大阪市
中央区

米国
ﾐｼｶﾞﾝ州
ﾌﾗｯﾄﾛｯｸ市

科目
期末
残高

自動車販売
金融・
リース業

期末
残高

兼任  1名
借入金等に対
する保証予約
等

当社製品
の製造・
販売

取引の内容

その他の
関係会社
の子会社

属  性
会社等
の名称

会社等
の名称

ﾌﾟﾗｲﾏｽ･
ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･
ｻｰﾋﾞｽ(株)

ｵｰﾄｱﾗｲｱﾝｽ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ,
Inc.

住　所 資本金 事業の内容属  性

－ －

当社
代表取締役会長
(財)マツダ財団
理事長

－ －

属  性
会社等
の名称

住　所 資本金 科目

(財)マツダ財団
に対する運用財
産の寄付

期末
残高

－－

取引
金額

取引
金額
科目

取引
金額

資本金 事業の内容

取引の内容
事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合

関係内容

自動車の
製造販売

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
属  性

会社等
の名称

カナダ
ﾆｭｰﾌﾞﾗﾝｽﾞ
ｳｨｯｸ州
ｾﾝﾄｼﾞｮﾝ市

住　所 出資金 事業の内容 取引の内容 科目
期末
残高

その他の
関係会社
の子会社

当社の新
株予約権
付社債を
購入

当社の新株予
約権付社債を
購入

新株予
約権付
社債

エフエル
ピーカナダ

国内外の自動
車事業に対す
る投融資

取引
金額
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２．個別財務諸表に関する注記事項

(1)税効果会計関係

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 当　期 前　期

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,708 百万円 5,950 百万円

未払賞与否認額 7,304 6,765

製品保証引当金損金算入限度超過額 8,888 8,579

退職給付引当金損金算入限度超過額 63,930 63,992

関係会社整理損否認額 1,901 1,901

投資有価証券等評価損否認額 24,842 26,557

前払費用等 8,970 -

繰越欠損金 - 7,762

その他 12,051 13,142

　　繰延税金資産小計 132,594 134,648

評価性引当額 △ 28,058 △ 24,800

　　繰延税金資産合計 104,536 109,848

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金等 △ 9,336 △ 6,847

　　　　繰延税金資産の純額 95,200 103,001

再評価に係る繰延税金負債

土地の再評価に係る繰延税金負債 △ 91,132 △ 91,113

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

　　差異の原因となった主な項目別の内訳

当　期 前　期

法定実効税率 40.4 ％ 41.7 ％

　(調　　整)

評価性引当額の増 21.5 －

投資有価証券等評価損 － 13.6

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 22.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 8.3 △ 25.3

繰延税金資産の未認識再評価土地の売却 － △ 8.5

還付法人税等 △ 13.9 －

交際費等永久に損金に算入されない項目 22.6 1.7

その他 △ 2.8 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.5 45.8
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